


（参考） 規模の大きな資金運用専業機関（ＧＰＩＦ）のガバナンス体制及び改革の工程表

ＧＰＩＦに係る改革の工程表

① 新たな立法を行い、固有の根拠法に基づき設立
される法人に法人形態を変更（別紙１参照）し、金融・
投資についての十分な知識を有するメンバーで
構成される合議制の理事会において重要方針を
決定する体制とすべき。

② 新たな立法までの間の過渡的な対応として、既存
の運用委員会に複数の常勤委員を配置して、資金
運用の重要方針等に関して実質的な決定権を
持たせるべき。

③ 閣議決定等による人員数、給与水準、経費等の
面での制約はできる限り緩和し、専門性のある
理事長、理事、運用委員会委員、運用スタッフの
強化を図るべき。

※ また、市場との対話を緊密に行う必要性等に鑑み、

本拠地は東京都に置くべき。

ガバナンス体制

① 経済・市場環境の変化に遅れることなく
ポートフォリオの見直しや、それに見合ったリスク
管理を含むガバナンス体制の見直しを継続的に
実施する必要。

⇒ 次の３つのフェーズ毎に具体的な改善策を提言
（別紙２参照）。

（イ）直ちに取り組むべき課題
（ロ）今後１年を目途に取り組むべき課題
（ハ）法律改正を行った上で目指すべき姿

② 各フェーズにおける運用の見直しと、リスク管理
を含むガバナンス体制の見直しを、セットで実施
することが重要。

※ なお、制度三共済など、その他の規模の大きな運用

機関においても、それぞれの規模及び性格に応じて、

運用及びリスク管理の見直しをできる限り迅速に進める

ことが求められる。
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（注）理事会本体は基本ポートフォリオ・運用対象等の基本的事項を審議・決定し、より具体的な運用計画・実施方針等
については、一部の理事等で構成される投資委員会が審議・決定する仕組み。なお、投資委員会のほか、リスク
管理委員会・ガバナンス委員会等の設置についても検討。
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運用・管理等の見直しに係る工程表
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（別紙２）


